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In this paper, the deformation properties of railroad ballast under the cyclic loading revealed by full-scale 

model test are discussed. A  series of full-scale cyclic loading tests on the various loading amplitude and the 

various load center were performed. It is found that the growth of track settlement is large as maximum 

load is small, when the load amplitude is the same. The growth of track settlement decreases as the 

number of cyclic loading increases. Based on test results, an estimation method for the track settlement 

due to the cyclic loading is proposed. In the small number of cyclic loading, the prediction based on the 

hyperbolic and logarithmic approximation can explain well the track settlement behavior obtained by the 

full-scale tests. 
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1. まえが き

鉄道における軌道構造は,道 床バラス トと呼ばれる単

粒度砕石を用いた 「有道床軌道」になっている場合が多

い.有 道床軌道材料としての道床バラス トは,稜 角に富

み適度な剛性を保持していることから,補 修が容易では

あるが,列 車走行時の繰返し荷重を受けることによって

生じる摩耗や破砕による細粒化あるいは側方への移動な

どにより,軌道に不同沈下が生じ,軌道狂いが発生する.
一般に
,有 道床軌道では,軌 道狂いの進行に伴って車

両の走行安定性は損なわれ,車 体動揺が増加して乗客の

乗心地は悪化する.ま た,さ らに軌道狂いが進むと,車

体動揺に伴う慣性力の増大により脱線の危険性も生じる.

このため,従 来から軌道狂い整備基準等が制定され,定

期的なモニタリングによって軌道狂いが一定の大きさを

超えた場合には,劣 化した軌道状態を修復するために軌

道保守が行われてきた.こ の軌道状態の劣化ｰ修 復の過

程は,一般に図－1に示すような保守投入時を周期とした

サイクルになる.有道床軌道の設計標準1)では,車 両走行

特性(走 行安全性,乗 心地)や 保守周期等の条件設定に

基づく軌道狂い進みの許容値と,軌 道構造 と車両 ・運転

条件から得られる軌道狂い進みの推定値を比較すること

により,想 定した軌道構造の妥当性を判断する方法を採

っており(図－2),こ れが一つの特徴となっている.こ

のため,有 道床軌道の設計は一般の土木構造物の設計と

類を異にするものであるが,設 計思想自体は,列 車の高

速化や保守の省力化が指向される現状に適したものであ

ると考えられる2）．しかし,軌道構造が多様化し,よ りフ

図-1 軌道状態の劣化－修復サイクル 図-2 軌道構造設計手法
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レキシブルな軌道構造の設計が望まれる現状で合理的な

軌道構造設計を行うには,種 々の設計条件に対して軌道

狂いの成長の主因である道床部の沈下量を精度よく推定

する手法の確立が必要不可欠となる.

我が国における道床バラストの繰返し変形特性に関す

る研究は,実 物大軌道による試験によって古くから行わ

れているが,そ の多くは定性的な検討であった3,4).しか

し,近 年,有 道床軌道の設計標準の策定にあたって,定

量的な検討が必須とされ,ま た,試 験装置の精度の向上

などから,実 物大軌道による道床バラス トの繰返し変形

特性に関する系統的な研究が行われた5,6).これらの一連

の研究から,道 床バラストの塑性変形挙動を推定するに

は,粗 粒材としての材料特性を考慮することが有効であ

ることが明らかにされた.一方,海外における研究では,

従来より,道 床バラストの繰返し変形特性に及ぼす応力

履歴や路盤の圧縮性の影響に関する研究が,要 素試験と

して位置づけられている三軸試験を実施することによっ

て,地 盤工学的な見地から検討されている7,8).し かし,

これらの研究は残留ひずみの発生傾向にのみ着目した研

究であった.近 年我が国では,室 内三軸試験において,

供試体側面での直接的な軸変位測定方法が開発され,供

試体上下端面の緩み層などに起因するベディングエラー

の影響を含まない微小ひずみレベルでの軸ひずみを測定

することが可能になったことから9),道床バラス トの繰返

し変形特性に及ぼす繰返し載荷履歴10,11)や粒子形状の影

響12)などに関する研究が,剛 性評価という観点から検討

されるようになってきている.

本論文では,道 床部沈下量予測式の精度向上を目的と

して,高 架橋上にあることを想定した実物大有道床模型

軌道に対して,こ れまでほとんど検討されていない中心

荷重と荷重振幅に着目した上下方向の繰返し載荷試験を

行い,道 床バラス トの繰返し変形特性とその推定法を明

らかにする.

2. 背 景

2.1 繰返し載荷時の道床部の変形挙動

道床突固め保守作業後の軌道に一定の列車荷重が繰返

し載荷された場合,従 来の研究によると3,4),道床沈下量

図－3 道床部の沈下特性

yと 荷重繰返し数xと の関係は図－3に 示すようにな り,

次式のように表される.

(1)
ここで,α,β,γ: 係数

上式の第1項 は,軌 道保守直後の道床バラス ト粒子間

空隙の不均一分布を是正するように,道 床バラス ト粒子

が間隙率の大きい方向に移動することにより生じる初期

の急激な変形(以 下,「初期変位過程」と称す)を 表現す

るものであり,第2項 はまくらぎ下の道床バラス ト粒子

が側方に流動することにより生じる初期変位過程終了後

の漸進的な変形(以 下,「漸進変位過程」と称す)を 表現

するものである.こ のため,初 期変位過程は空隙の減少

による体積変化すなわち圧縮変形的な傾向が強く,道 床

部の間隙率等に左右されると考えられる.一 方,漸 進変

位過程では,初 期変位過程により道床バラス ト粒子配列

が密度的に空隙の少ない構造となっており,こ の場合の

変形挙動ではせん断変形が主体になるため,変 形が長期

間継続すると同時に,変 位の増加割合もほぼ一定になる

と考えられる.こ の変位の増加割合を道床沈下進みβと

称している.

2.2 道床沈下進みβの算定式

「鉄道構造物等設計標準･同 解説一軌道構造[有 道床

軌道](案)」1)においては,初 期沈下終了後の道床部の漸

進的な沈下進み係数βは荷重強度に相当する 「まくらぎ

下面圧力Pt」および動的耐力の減少を評価する指標とし

ての「道床振動加速度係数y」から求めることとしている.

ここで,a,b: 係 数(2)

この算定式のうち道床振動加速度係数ｙを除く部分は,

実物大模型軌道に対する上下方向の準静的な繰返し載荷

試験結果5,6)をもとに決められている.一 方,道 床振動加

速度係数Ⅴ については,荷 重条件を一定にして各種の軌

道構造に対し振動解析シミュレーションを行い,各 種軌

道の動的耐力を基準軌道(狭 軌,道 床厚25cm,路 盤K30

値110MN/m3)の 道床振動加速度に対して相対評価したも

のである.

これまでの実物大模型軌道に対する繰返し載荷試験で

は,主 に最大荷重に着目しており,最 小荷重は無負荷に

近い状態として最大荷重が両振幅と等しくなるような正

弦波が載荷されている5,6).実際の軌道においては,車 軸

配置,レ ール剛性,レ ール支持弾性等にもよるが固定軸

距以下の荷重列であれば,レ ール圧力と称されるまくら

ぎに作用する片レールあたりの鉛直荷重はその間で完全

に除荷されないことが考えられる.図－4はＷinklerの 連

続弾性床上の梁モデルにより,機 関車により生じるレー

ル圧力を計算した例である.図 から2軸 目以降が通過す

る前にはレール圧力が完全には除荷されないことがわか

る.こ のように,車 両および軌道条件により実際の軌道

においては最小荷重も変化することが重要であるにもか

かわらず,今 まで積極的に最小荷重に着目した繰返し載
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車両条件:輪 重85kN,固 定軸距2.8m,台 車 中心間距離5．3m

軌 道条件:50Nレー ル,37本/25m,軌 道支持 ばね係数215MN/m

図-4 レール圧力計算例

図-5 まくらぎ下面荷重と車輪位置の関係

荷試験は実施されていない.

3.　まくらぎ下面荷重

50Nレ ール,3号PCま くらぎ(ま くらぎ間隔:60cm)

か らなる試験有道床軌道上を,軸 距3.5m,軸 重約60kN

弱のモーターカーを前輪位置がまくらぎ直上または中間

となるように30cmづ つ移動させて,2方 向ロー ドセルに

よりまくらぎの下面荷重を測定 した.な お,本 軌道にお

ける道床突固め保守作業後 の載荷履歴は僅かである.

測定結果 を図－5に 示す.図 か ら,ま くらぎ下面荷重

は,車 輪が直上にあるときに約21kN,車 輪が隣のまくら

ぎにあるときには約12kN,車 輪がさらに隣のときには約

3.8kNで あ り,ま くらぎの荷重分担率は4:2.3:0.7と な

っている.さ らに,一 般的な2軸 台車の固定軸距2.1mよ

りも長い軸距3.5mに おいても,軸間においてまくらぎ下

面荷重は完全に除荷されないことがわかる.

4. 中心荷重 お よび荷 重振幅 に着 目 した繰返 し載荷

試験

4.1 試験軌道

試験軌道はJR各 社在来線の高架橋上直線部で標準的

図-6 試験軌道

図-7 繰返し載荷初期の荷重―変位関係

に使用されているような図－6に示す断面とした.ただし,

軌框剛性により荷重が隣接まくらぎに分散することを防

ぐため,各試験とも荷重をPCま くらぎ1本 で支持させて

いる.道 床部の作製は実際の保守作業と同様に以下のよ

うな手順で行った.ま ず,所 定の断面に近い形に道床バ

ラストをかき均し,ラ ンマーで締固めを行い,ま くらぎ

を配置した.そ の後,タ ンピングツールによるレール直

下のまくらぎ下道床部の突固め,お よびランマーによる

道床肩部の締固め等の軌道整備を行った.な お,各 試験

開始前には上記の軌道整備を行い,前 回の試験の影響が

残らないように配慮した.試験に用いた道床バラストは,

山梨県大月市で産出された安山岩の砕石であり,気 乾燥

状態のものを用いた.

4.2 荷重条件

試験では,鉛 直荷重をPCま くらぎ(底 面積:0.48m2)

の両側レール位置に直接載荷 した.片 レール当た りの鉛

直荷重としては,実 際の列車荷重,車 軸配置を想定 した

上,軌框 剛性による荷重分散効果 を考慮 して最大鉛直荷

重(pmax)を30,35,40,45kNの4段 階,最 小鉛直荷重

(Pmｉｎ)を2,7,12,17kNの4段 階 とした.載 荷方法と

しては,図－7に 示すように最初 に所定のPmaxま で載荷 ・

除荷を10回 繰返 した.な お,こ の場合の載荷速度は1

kN/secと した.そ の後,表－1お よび図－8に 示す中心荷

重,荷 重振幅で載荷振動数を7Hzと し,正 弦波によって

6×105回まで繰返し載荷 した.

道床部の漸進変位過程における変形挙動ではせん断変

形が主体 になると考えられているが,こ れまで道床部に

関しては、まくらぎ下面圧力の測定結果に基づいた道床

圧力分布が提案 されているものの,せ ん断応 力分布 の測

定や推定はなされていない.そ こで,こ こではせん断変

形 と密接な関係 にある道床内の最大せん断応 力分布につ

― 795―



表-1 繰返し荷重条件

(図中の数字は試験ケース (順序)を 示す)

図-8 繰返 し荷重条件

いて検討するが,本 研究では実験条件の制約か ら,道 床

内のせん断応力分布 を直接測定できない.し たがって,

図－9 に示す道床圧力分布13)に基づいて,ま くらぎ下面

における圧力分布を鉛直帯状荷重 によるものと仮定 し,

半無限体の表面に作用させた場合のまくらぎ下15cmの

位置における最大せん断応力分布を計算 した.図 －10は

鉛直荷重別のまくらぎ長手方向の最大せん断応力分布を

示 してお り,図 －11は まくらぎ中心(x=0cm),レ ール

位置直下(x=58cm)お よびまくらぎ下面圧力分布端部

(x=20.5,95.5cm)に おける最大せん断応力と鉛直荷重

の関係を示 している.図 か ら最大せん断応力はまくらぎ

端部付近(x=95.5cm)で 最大 とな り,各 点の最大せん断

応力は鉛直荷重に比例 して増加することがわか る.後 述

する試験結果の考察 においては,特 に断わ らない限 り,

まくらぎ端部付近のまくらぎ下15cmに おける最大せん

断応力を用 いることにする.

4.3 試験結果

図-9 道床圧力分布の模式図

図-10 まくらぎ長手方向の最大せん断応力分布

図-11 最大せん断応力と鉛直荷重の関係

(1) 最大変位

繰返し載荷試験時の最大変位量の推移を最大せん断応

力振幅(荷 重振幅)条 件別に図－12に示す.な お,最 大

変位とはまくらぎ両端付近で測定される2測 点の平均鉛

直変位波形から荷重繰返し数毎に最大変位を読み取り,1

回目の最大変位を0mmと して正規化している 最大変

位量は荷重繰返し数とともに増加し,そ の増分割合は減

少していくことがわかる.さ らに,最 大せん断応力振幅

が同じ場合は最大せん断応力が小さいほど最大変位量が

大きくなり、その傾向は最大せん断応力振幅が大きいほ

ど顕著である.

(2) 変位振幅

繰返し載荷試験時の変位振幅量の変化傾向を最大せん

断応力振幅条件別に図－13に示す.な お,変 位振幅とは

まくらぎ両端付近で測定される2測 点の平均鉛直変位波

形から荷重繰返し数毎に読み取られた最大変位と最小変

位の差である.変 位振幅は繰返し載荷初期には若干増加

するものの,そ の後は一定値に収束する傾向にある.さ

らに,最 大せん断応力振幅が同じ場合は最大せん断応力

が小さいほど変位振幅量が大きくなり,そ の傾向は最大

せん断応力振幅が大きいほど顕著である.
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(a)τmax振 幅:31.6kPa (b)τmax振 幅:40.4kPa (c)τmax振 幅:49.1kPa

(d)τmax振 幅:57.9kPa (e)τmax振 幅:66.7kPa

図-12 繰返し載荷による

最大変位量の推移

(a)τmax振 幅:31.6kPa (b)τmax振 幅:40.4kPa (c)τmax振 幅:49.1kPa

(d)τmax振 幅:57.9kPa (e)τmax振 幅:66.7kPa

図－13 繰返し載荷による

変位振幅の変化傾向

(3) 割線ばね係数

軌道構造解析に軌道支持ばねを利用する場合があるが,

軌道の構成体には非線形性を呈するものや繰返し載荷に

より,そ の特性が変化するものがある.そ こで,荷 重振

幅を図－13に示す荷重繰返し数毎の変位振幅で除した値

である割線ばね係数(図 －14)に ついて検討した.繰 返

し載荷試験時の割線ばね係数の変化傾向を最大せん断応

力振幅条件別に図－15に示す.割 線ばね係数は繰返し載

荷初期には若干減少するものの,そ の後は一定値に収束

する傾向にある.ま た,最 大せん断応力振幅が同じ場合

は最大せん断応力が小さいほど割線ばね係数が小さくな

ることがわかる.

(4) まくらぎ支持状態

図-16は,荷 重条件16±14kNお よび21±19kNの

繰返し載荷試験における変位振幅の変化を測定部位(ま

くらぎ端部(平均),中 央部)別 に示している.図 から,突

き固め直後の繰返し載荷初期では,端 部と中央部の変位

振幅はほぼ等しいが,繰 返し載荷に伴い端部変位振幅が

図-14 荷重 －変位ループと割線ばね係数
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(a)τmax振 幅:31.6kPa (b)τmax振 幅:40.4kPa (c)τmax振 幅:49.1kPa

(d)τmax振 幅:57.9kPa (e)τmax振 幅:66.7kPa

図 15 繰返し載荷による

割線ばね係数の変化傾向

荷重 繰返 し数(×105)

(a) 荷 重 条 件16±14kN

荷重繰返 し数(×105)

(b) 荷重条件21±19kN
図－16 繰返 し載荷 による変位振幅の推移

徐々に増加し,端 部と中央部の変位振幅の差が大きくな

っていることがわかる.こ の傾向は最小荷重が小さい荷

重条件において観察されており,最 小荷重が小さい場合

に生じやすい現象であると考えられる.

この現象をまくらぎ支持状態の変化として検討した場

合,繰 返し載荷によりまくらぎ支持位置が突き固め直後

のレール位置直下近傍からまくらぎ中央付近に変化し,

レール位置直下近傍のまくらぎ底面と道床部上面の間に

微小な隙間が生じ,端 部変位振幅と中央部変位振幅の差

が大きくなった可能性が考えられる.最 小荷重が大きい

場合にはまくらぎ支持状態が変化 し難い上に,仮 に変化

しても最小荷重が載荷された状態でまくらぎ底面と道床

部上面の間の微小な隙間が既になくなっているため,端

部と中央部の変位振幅の差が変化しないと考えられる.

(5) 最大せん断応力が軌道沈下進み係数βに及ぼす影響

初期沈下終了後の漸進変位過程における沈下進み係数

βを、前節で計算した最大せん断応力別に図－17に示す.

図－17(a)はレール位置、図－17(b)はまくらぎ端部付近、

図－17(c)は道床のり肩で、それぞれまくらぎ下15cmの

位置における最大せん断応力との関係が描かれている。

なお,図 中の破線は,最 小荷重時の最大せん断応力が等

しい場合を示し,実 線は,最 大せん断応力振幅が等しい

場合を示している.図 から,最 大荷重時の最大せん断応

力が同じであれば,最 小荷重時の最大せん断応力が小さ

い(最 大せん断応力振幅が大きい)ほ どβは大きくなる

ことがわかる.さ らに,最 大せん断応力振幅が同じであ

れば,最 大せん断応力が小さいほどβが大きくなること

がわかる.こ の傾向は図－11で傾きが大きいまくらぎ端

部付近の最大せん断応力との関係において顕著であり,

図－11で傾きが小さくなるほどその傾向は明確でなくな

る.

これは,道 床部の変形特性に荷重レベル依存性がある

ことに起因して,図 －13に示すように最大(最 小)荷 重

載荷時の最大せん断応力が小さいほど変位振幅が大きく

なり,変 位振幅が大きいほど道床バラス ト粒子問のすべ

りが生じやすくなることからβが大きくなると考えるこ

とができる.
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(a) レー ル位 置(x=58cm)

(b) ま く らき端 付 近(x=95.5cm)

(c) 道 床 の り肩(x=140cm)

図－17最 大せん断応力と軌道沈下進みの関係

(6) 荷重繰返し数が軌道沈下進み係数βに及ぼす影響の

評価

前述したように,初 期変位過程終了後の道床沈下量は

図－18沈 下進み係数と荷重繰返し数の関係

荷重繰返し数に対して1次 関係にあると仮定し近似(線

形近似)し ているが,設 計標準においても 「荷重繰返し

数が大きいほどβが小さくなる傾向にある」ことが指摘

されている.そ のため,軌 道沈下進み係数 βを算定する

のに必要な荷重繰返し数の検討が重要である.こ こでは,

荷重繰返し数がβに及ぼす影響を検討するとともに,他

の近似式の適用性についても検討した.

最小荷重が同じ2kNで 最大荷重が異なる荷重条件の軌

道沈下進み係数βと荷重繰返し数の関係を図－18に示す.

図より,荷 重繰返し数の増加に伴ってβが減少し,そ の

傾向は最大荷重が大きいほど顕著であることがわかる.

これは,少 ない荷重繰返し数では初期変位過程が完全に

終了していない場合があり,最 大荷重が大きいほど沈下

量が大きくなり初期変位過程の終了も遅くなることから,

βの変化も大きくなると考えられる.

そこで,他 の近似式として双曲線近似および対数近似

について検討した.近 似式は以下のとおりである.

線 形近似: y=a+bx (3)
双 曲線近似: y=x/(a+bx) (4)
対 数近似: y=a+blogx (5)
ここで,y:沈 下量,x:荷 重繰返し数,

a,b:フ ィッティングパ ラメータ

フィッティングパ ラメータは,1次 式に変換 した上で最

小二乗法によ り決定 した.荷 重繰返 し数別 の近似式によ

り6×105回 載荷後の沈下量を予測した結果 と実測値の比

(a)1×105回までの実測値による予測 (b)3×105回まで実測値 による予測 (c) 6×105回 までの実測 による予測

図-19 荷重繰返し数および近似式の違いが6×105回 載荷後の予測値に及ぼす影響
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較を図-19に 示す.す なわち,図-19(a)は,図-12に 示

す荷重繰返し数と最大変位量の関係において,載 荷初期

から1×105回 までの区間におけるフィッティングパラメ
ータを用いて6×105回 載荷後の沈下量を予測した結果で

ある.同様に,図-19(b),(c)は それぞれ3×105回 までの

区間,6×105回 までの区間におけるフィッティングパラ

メータによる予測結果である.図 から,線 形近似による

予測値は少ない荷重繰返し数の場合に実測値と大きく異

なる値を示し,予 測値は荷重繰返し数の増加に伴い実測

値に近づくが,実 測値よりも常に大きな値を示すことが

わかる.双 曲線近似および対数近似による予測値は少な

い荷重繰返し数の場合でも比較的実測値に近い値を示し,

荷重繰返し数の増加に伴いさらに実測値に近づくが,実

測値よりも常に低めの値を示すことがわかる.

以上より,初 期変位過程における沈下量を厳密に定義

することは難しいことから,従 来の沈下量予測式に用い

られている軌道沈下進み係数βを定量的に算定すること

は困難であると言える。道床沈下量の予測は,初 期変位

過程における沈下量と,そ の後の漸進沈下量を加え合わ

せた全沈下量で検討すべきであると考えられる。

5. まとめ

道床部沈下量予測式の精度向上を目的として,高 架橋

上にあることを想定した実物大有道床模型軌道に対して,

中心荷重 ・荷重振幅を変えた一連の繰返し載荷試験を行

い,道 床バラストの繰返し変形特性とその推定法につい

て検討した.得 られた知見をまとめると以下のようであ

る.

(1) 最大せん断応力振幅が同じ場合は最大せん断応力が

小さいほど最大変位量が大きくなり、その傾向は最大

せん断応力振幅が大きいほど顕著である.

(2) 最大せん断応力が小さいほど変位振幅量が大きくな

り,そ の傾向は最大せん断応力振幅が大きいほど顕著

である.し たがって,割 線ばね係数は,最 大せん断応

力が小さいほど低くなる.

(3) 荷重振幅が同じであれば,最大(最 小)荷 重が小さい

ほど軌道沈下進み係数βが大きくなる.

(4) 軌道沈下進み係数βば 荷重繰返し数の増加に伴い減

少することが確認され,少 ない荷重繰返し数の場合で

は線形近似よりも双曲線近似,対 数近似の方が実測値

により近い予測値が得られる.
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